
事務総局会議（第18回）議事録

日時 平成30年7月3日 （火）午前10時00分～午前10時18分

総局会議室場所

今崎事務総長，中村総務局長，堀田人事局長，笠井経理局長，平田民事

局長兼行政局長，安東刑事局長，村田家庭局長，徳岡秘書課長兼広報課
長，佐伯情報政策課長，石井審議官

席山山
聿
壱

日本司法支援センター監事の再任について

中村総務局長説明（資料第1）

民法の一部を改正する法律（成年年齢の引下げ）について

平田民喜局長及び村田家庭局長説明

労働審判員研究会の開催について

平田行政局長説明（資料第2）
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事務総局会議資料等1
（〃月3日開催）7

平成30年7月3日

日本司法支援センター監事の再任について

配布資料目録

1 法務大臣からの日本司法支援センター監事の再任に係る求意見書（平成30年

6月22日付け法務省司司第314号）

候補者の略履歴2
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法務省司司第314号

平成30年6月22日

最高裁判所長官大谷直人殿

法務大臣上川陽子

！

日本司法支援センター監事の再任について

日本司法支援センターの監事につきましては， 同センターの第3期中期目標期

間の最後の事業年度である平成29年度についての財務諸表承認日 （本年8月下

旬予定）をもって任期満了となるところ，下記の者を再任したいので,総合法律

支援法第24条第3項の規定に基づき最高裁判所の意見を求めます。

記

現日本司法支援センター監事津熊寅雄

現日本司法支援センター監事山下泰子
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略履歴

【津熊寅雄（つくまとらお)】

生年月日

最終学歴

主な経歴

昭和49年

昭和54年

昭和56年

昭和57年

昭和59年

昭和61年

昭和63年

平成3年

平成6年

平成9年

平成12年

平成14年

平成15．年

同 年

平成16年

平成17年

平成18年

平成20年

平成21年

平成23年

平成24年

同 年

平成27年

早稲田大学政治経済学部卒

司法修習生（33期）

東京地方検察庁検事

福島地方検察庁いわき支部検事

静岡地方検察庁浜松支部検事

東京地方検察庁検事

福岡地方検察庁検事

宇都宮地方検察庁検事

東京地方検察庁検事

司法研修所教官

福岡地方検察庁刑事部長

東京高等検察庁検事

さいたま地方検察庁総務部長

さいたま地方検察庁刑事部長

宇都宮地方検察庁次席検事

東京地方検察庁交通部長

名古屋地方検察庁次席検事

宮崎地方検察庁検事正

広島高等検察庁次席検事

高松地方検察庁検事正

辞職

上野公証役場公証人

日本司法支援センター監事
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略履歴

【山下泰子（やましたやすこ)】

|’生年月日

最終学歴

主な経歴
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平成14年新日本監査法人
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司法書士法人最首総合事務所入所

日本司法支援センター監事

司法書士山下泰子事務所
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事務総局会議資料詳些
（7月3日開催）

(平成30． 7． 3行一印）

労働審判員研究会の開催について

主催 各地方裁判所

期日 原則として平成30年9月から同年12月までの間で各地方裁

1

2

判所の定める日

場所

研究事項

出席者

各地方裁判所

労働審判事件の処理に必要な専門的知識の習得
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４
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（

各地方裁判所に所属する労働審判員
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